
第 １ 班 

１ タイトル：自治体アンテナショップの改善～運営効率化と情報発信強化～

２ 報告書の概要：自治体アンテナショップの運営や機能から課題を整理し、次の提言を

行った。①施設面積の効率化により施設の縮小・支出額の削減、②特産品販売のショー

ルーム化による施設面積の縮小や在庫商品の削減、③セールス・パーソン業務委託によ

る特産品の販売強化とニーズの把握、④イベントスペースを活用した地域の魅力発信

３ 引用している事例：①一般財団法人地域活性化センター、②都内アンテナショップ（非

公開情報を含むため自治体名は公開しない）、③東三河広域連合、④一般財団法人長野

経済研究所 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ２ 班 

１ タイトル：若者が希望の持てる建設業を目指して

２ 報告書の概要：人材不足が深刻化している建設業において、離職率が高い建設業の課

題を整理し、建設技能労働の担い手である若者の離職を抑制するために、次の提案を行

った。①「建設人材育成サポートセンター」による総合的な建設人材育成支援、②建設

キャリアアップシステムと連携させた「建設業人材評価システム」の構築と、入札制度

見直しによるシステム導入推進、③ＩＣＴ技術の活用による「３Ｋ（給与が低い・休暇

が取れない・希望が持てない）」からの脱却

３ 引用している事例：①宮崎県（みやざき６次産業化サポートセンター）、②一般財団法

人 建設業振興基金（建設産業担い手確保・育成コンソーシアム）、③静岡県（ふじの

くにi-construction支援協議会） 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ３ 班 

１ タイトル：京都スタジアムの集客力向上のために

～おいでやす おこしやす ようこそ京スタへ～ 

２ 報告書の概要：京都スタジアム（平成32年供用開始）を活用し京都府の均衡ある発展

を実現するためには、スタジアムの効果を府内に広く波及させる必要がある。そのため

には、①スタジアムを活用し１人でも多く人を集め、②集めた人たちに亀岡市に長く滞

留してもらい、③京都府全域への人の流れをつくる新たなゲートウェイとしての役割を

持たせることが必要である。このうち、スタジアムに人を集めることが最重要課題であ

るため、京都スタジアムの集客力を最大限に発揮するための方策を検討し次の提言を行

った。①集客力のあるイベントの実施によるスタジアムの認知度向上、②京都スタジア

ムでイベントがない日の集客施策、③地域と連携しイベントを実現するための実行組織

３ 引用している事例：①アオーレ長岡（長岡市、NPO法人ながおか未来創造ネットワーク）、

②デンカビッグスワンスタジアム（新潟県、アルビレックス新潟・都市緑化センターグ

ループ）、③味の素スタジアム（株式会社東京スタジアム）、④ミクニワールドスタジア

ム北九州（資料調査）

４ アンケート調査の有無 ： 無



第４班 

１ タイトル：地域資源を活用した離島の活性化 ～五島列島のミライへの提言～ 

２ 報告書の概要： 離島は、「我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、

多様な文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の安定

的な供給等」の重要な役割を果たしている一方、定住人口の減少、若者の流出、それによ

る産業の担い手不足などの問題を抱えている。 

そこで、当班では平成 30年７月に「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」がユ

ネスコの世界文化遺産に登録され、大きな転換期を迎えている五島列島に着目し、五島列

島の活性化策について次の提案を行った。①五島列島産「つばき油」の魅力向上を総合的

に推進する『「五島つばき」魅力アップ大作戦！』②高等学校の専門学科新設③日本版Ｄ

ＭＯ法人の設立。以上を五島列島のミライへの提言とした。 

３ 引用している事例：①長崎県、②五島市、③新上五島町、④小値賀町 

４ アンケート調査の有無：無 



第 ５ 班 

１ タイトル：地域資源を活かした地域活性化

～中山間地域を彩る百花の輪∞ みつばちプロジェクト～ 

２ 報告書の概要：中山間地域の活力が低下し、中山間地域が持つ公益的かつ多面的機能

が失われ、次世代に引き継ぐことが困難になってきている状況の下、持続可能な中山間

地域を実現するためには、地域特性を活かした収益性のある事業展開や創業の促進、地

域の担い手確保と雇用の創出が必要と考え、養蜂の活用による中山間地域活性化の取組

みについて次の提言を行った。①みつばちプロジェクト推進チームの設立と養蜂業の法

人化、②花と緑とみつばちのまちに！みんなでつくる蜜源の輪、③ハチミツの高品質化

と戦略的販売に対する伴走型、総合支援 

３ 引用している事例：①奈良県（ブランドハチミツの開発・販売、耕作放棄地への蜜源

植物植栽等）、②阿波市（養蜂家の後継者として地域おこし協力隊導入） 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ６ 班 

１ タイトル：障がいのある方の雇用促進 in OSAKA ～ 精神・発達障がいに着目して ～

２ 報告書の概要：社会全体として精神・発達障がい者への理解はいまだ低い状況にある

と見られ、特に雇用の促進は重要な課題となっている。そこで、行政、支援機関、民間

企業など関係機関等への調査を基に、大阪府における障がい者雇用促進策について次の

提言を行った。①企業主導型就労支援ネットワーク（企業主導型就労支援ネットワーク

の構築、無料職業紹介の実施、企業実習及びトライアル雇用の斡旋）、②戦略的広報活

動の実施（「笑い」による社会からの誤解・偏見の解消、本人・家族への周知・啓発、

企業への周知・啓発）、③就労継続支援事業所の積極的活用（共同受注システムの拡大・

強化による受注業務の増大、施設外就労の活用推進、業務発注額に応じた実雇用率の加

算制度の検討） 

３ 引用している事例：①公共職業安定所（ハローワーク立川）、②東京都障害者就業・生

活支援センター（オープナー）、③東京都発達障害者支援センター（TOSCA）、④世田谷

区発達障害者就労支援センターゆに（UNI）、⑤山口県庁、⑥宇部市役所、⑦THK株式会

社山口工場、⑧有限会社リベルタス興産 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ７ 班 

１ タイトル：超高齢社会を乗り切る介護予防強化事業

２ 報告書の概要：団塊の世代が 75歳以上となる 2025年が目前に迫り、介護給付費のさ

らなる増大が見込まれ、介護予防(要介護認定率の改善）の取組が一層重要となる。そ

こで、介護予防の取組強化を目的として、都道府県の立場から市町村を支援する仕組み

を構築するため、次の提言を行った。 

①エビデンスに基づく効果的な介護予防メニューの構築・効果検証

②介護予防推進チームによる市町村における介護予防の担い手育成支援

③ポイント制度を活用した参加拡大・参加継続に対するインセンティブ付与

３ 引用している事例：①福岡県、②富山市、③加賀市、④(株)くまもと健康支援研究所 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ８ 班 

１ タイトル：児童の虐待死をなくす

２ 報告書の概要：虐待死件数の高止まりや、増え続ける虐待に対し、児童の虐待死を如

何になくしていくかについて次の提言を行った。①児童相談所の体制の充実 (職員の増

員、警察からの通告先の適正化)、②県と市町村との連携体制の構築(県・市町村の役割

分担の明確化と共通理解を進める、市町村への支援)、③児童相談所職員に対する業務

支援体制の構築(業務支援システムの導入による業務の効率化、警察官を児童相談所へ

配置、マニュアル・アセスメントシートの活用の徹底、案件の検証も兼ねた支援や経過

観察の徹底) 

３ 引用している事例：①千葉県(実地調査・児童虐待対応マニュアル)、②名古屋市（実

地調査・児童虐待対応マニュアル） 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 ９ 班 

１ タイトル：縄文文化を地域の宝に ～世界遺産登録を契機とした持続的な地域振興～

２ 報告書の概要：「世界遺産登録＝観光客が増加する＝地域が活性化する」の図式は、必

ずしも成り立たない。実際には、地域活性化につながらないどころかマイナスになるこ

ともありうる。その要因としては、受入体制の未整備や地元の理解不足等、世界遺産登

録の機会をとらえられるだけの地域力が不足していることが挙げられる。 

世界遺産登録が見込まれている縄文遺跡を有する函館市南茅部地区を事例として、世

界遺産登録という機会を持続的な地域活性化につなげられるよう、地域力の向上の施策

及び関連施策について次の提言を行った。 ①地域住民が関わるしくみづくり、②受入

体制の整備、③地域の魅力の創出、④南茅部地区の景観の保全 

３ 引用している事例：①平戸市（世界遺産登録と地域振興）、②平戸市春日集落施設（地

域住民の意識や取組）、③文化庁（重要文化的景観の指定に向けた取組）、④函館市縄文

文化交流センター（来館者の動向） 

４ アンケート調査の有無 ： 無



第 10 班 

１ タイトル：自転車を中心とした広域的な観光振興

～南九州広域周遊サイクリングルート～ 

２ 報告書の概要：身近な交通手段であり、活用に向けた法整備も進む自転車に着目し、

自転車を用いた広域周遊は地域経済を活性化できるとの考えのもと、自転車を取り巻く

現状、実地調査、モデル地域から各課題を整理し、自転車による広域的な観光振興につ

いて次の提言を行った。①自転車を軸とした広域的なルート設定と推進体制、②安全・

快適な自転車環境整備、③観光振興と一体となった広域的周遊を促す取組 

３ 引用している事例：①奈良県（ならクル、京奈和自転車道）、②愛媛県（しなまみ海道

サイクリングロード、四国一周サイクリング）、③今治市（サイクリングターミナル「サ

ンライズ糸山」）

４ アンケート調査の有無 ： 無
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